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曙ブレーキ工業㈱ 決算発表 

 

曙ブレーキ工業株式会社（代表取締役社長：信元久隆 本店：東京都中央区 本社：埼

玉県羽生市）は、本日、2006年度決算発表をいたしましたので、概要をお知らせいた

します。 

 

業績の概要 

当連結会計年度の連結業績については、売上高は1,732億円（対前年同期比＋309億

円）となりました。また営業利益は139億円（対前年同期比＋21億円）、経常利益は122

億円（対前年同期比＋11億円）、当期純利益は66億円（対前年同期比＋8億円）となり

昨年に引き続き、売上高、当期純利益とも過去最高を更新いたしました。 

 
FY’06  

実績 

FY’05  

実績 
対前年同期比 

売上高 1,732億円 1,423億円 ＋309億円 

営業利益 139億円 117億円 ＋21億円 

経常利益 122億円 110億円 ＋11億円 

当期純利益 66億円 59億円 ＋8億円 

一株当たり当期純利益 61円86銭 56円60銭 ＋5円26銭 

総資産 1,556億円 1,501億円 ＋55億円 

純資産 523億円 410億円 ＋113億円 

自己資本比率 30.4% 27.3% ＋3.1% 

一株当たり純資産 440円91銭 383円22銭 ＋57円69銭 

 

地域別の状況 

日本 

一部完成車メーカーの不振、補修品の販売低迷、前期まで持分法適用子会社であった

2社（アムブレーキコーポレーション・ピーティートゥリダールマヴィセサ）を当期ま

でに連結子会社化したことによる売上連結消去の影響および原油価格・原材料価格の高

騰影響などにより、売上高は953億円、対前期比57億円（△5.7％）の減収となり、営

業利益は89億円、対前期比12億円（△11.6％）の減益となりました。 

北米 

平成17年8月末に100％子会社となったアムブレーキコーポレーションの連結影響に

加え、日系および一部ビッグ3向け新規受注の影響などにより、売上高は669億円、対

前期比275億円（＋69.6％）の増収となり、営業利益は48億円と対前期比29億円（＋

155.7％）の増益となりました。 

欧州 

明るい兆しの見えはじめた欧州では、売上高の増加に加え、前期末に実施した設備な

どの減損による償却負担軽減などがあり、当期の売上高は24億円、対前期比10億円（＋



68.6％）の増収となりましたが、新規連結子会社の立ち上げによる一過性の負担増もあ

り営業損失は対前期比1億円減少し、2億円となりました。 

アジア 

中国連結子会社2社は創業開始から1年前後で初期コスト負担がかさみましたが、ピ

ーティートゥリダールマヴィセサの連結子会社化影響を主な要因として、売上高は85

億円、対前期比82億円の増収となり、営業利益は３億円と対前期比４億円の増益とな

りました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、当連結会計年度期首に比べ16億円減少

し35億円となりました。また、フリーキャッシュ・フロー(営業活動によるキャッシュ・

フローおよび投資活動によるキャッシュ・フロー)は、19億円のプラスとなりました。 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、108億円の収入となりました。主な要因は、

税金等調整前当期純利益118億円、減価償却費93億円、売上債権の増加額△37億円、

法人税等の支払額62億円等によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、89億円の支出となりました。主な要因は、

生産設備の投資等により、有形固定資産の取得による支出が71億円や、ＩＴ投資等に

より、無形固定資産の取得による支出18億円、投資有価証券の取得による支出14億円

等によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、33億円の支出となりました。主な要因は、

長期借入金の返済による支出87億円、短期借入金の減少41億円等によるものです。 

 

次期(2008年3月期)の見通し 

次期の見通しについては、概ね堅調に推移するものと思われますが、米国経済の先行

きは不透明観が払拭できず、加えて為替の変動、国内自動車販売の減速や原油価格・原

材料価格の高騰なども懸念され、決して楽観視できない状況にあります。 

このような中、当社グループとして、さらなる生産性・効率性向上をはかり原価低減

活動に引き続き注力していきます。次期の連結業績予想につきましては、平成19年度

税制改正による減価償却制度変更に伴い、減価償却費の負担が増加する見通しであり、

その影響を反映し、売上高は1,770億円、営業利益155億円、経常利益131億円、当期

純利益73億円を見込んでおります。 

 
FY’07 

見通し 

FY’06 

実績 
対前年同期比 

売上高 1,770億円 1,732億円 ＋38億円 

営業利益 155億円 139億円 ＋16億円 

経常利益 131億円 122億円 ＋9億円 

当期純利益 73億円 66億円 ＋7億円 

 


